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小島 清著 『日本貿易 と経二済発展』

(国 元書房,昭33)

麻 田 四 郎

1

その処女作 「世界経済と技術」昭18(赤 松博士 と共著)を 除 くとして も,昭

和23年,専 門的第一作 「自由貿易理論の研究」によつて,終 戦蔵後のわが 国際

経済学界に新生の息吹を吹きこんで以来,今 日濠ですでに十指に及ぶ 著訳書,

数 多 くの論文を通 じて文字通 り斯学界のdrivingforceと して活躍 されてこら

れた著者は,こ こにまたまた 『日本貿易 と経済発展』 を発表 された。最近の理

論的発展 を自家薬籠中の ものとした著者が,実 証分析を通 じて,新 しい国際経

済理論 への飛躍の途を求めん とする野心的労作である。 本書をひ・もと く者は,

一見混沌 としてっかみ処なきかにみえる錯雑せ る現実か ら
,巧 みに事態の本質

をつかみだす理論構成の精妙 さと,そ れを支える構想力の大 さとに打たれ るこ

とであろう。

本書 は,第1篇 「日本の経済発展 と貿易一実証的分析一」 と第2篇 「経済発

展 と国際貿易一理論的研究一」の二篇に大別 され,各 篇それぞれ五章つつよ り

な る。 各章はこれまで独立に発表 された論文を加筆 した ものであるため,若 干

の重複 がみ られるけれども,本 書の形にまとめられると,理 論と実証が見事な

調和を保 って・有機的に結びつ き・相呼応して本書の課題に迫っている。

著者 は序文で本書の課題を 「経済発展における貿易の役割」を究明し よ うと

するとい ってい るが,本 書の内容はこの表現が文字通 りに意味す る以上に大 き

いo

著者 は第1篇 で,日 露戦争前後か ら最近にいたる日本経済の発展に対し,貿

易がいかなる戦略的役割を果 したかを実証的に分析し,将 来の計画に適用 しう

る発展法則を明 らかにせんとし,第2篇 では,前 篇の経験的法則を包摂 して説



一74一 商 学 討 究 第9巻 第4号

明しうる理論体系の積極的構成を試みている。わたしは,実 証分析の巧妙 さも

さることなが ら,後 篇の理論体系 こそ著者の最 もユニークな貢献 と考えたい。

それは貿易を含む経済発展理論の 確立 または国際経済の動態理論の確立を目指

す著者の学問的野心を秘めてい るものである。 この書評で,ま ず,わ た くしは

著者が確立せん とす る動態理論の体系がいかなる性格を もつ か を中心 に 紹 介

し,そ のあとで若干のコメン トを試みてみよ うと思 う。しかし,そ の前に理論

構成に先 き立つ著者のヴ.ジ.ン にっいて,わ たしな りの解釈をあたえてみた

いo

2

著者が序文で 「わた くしな りの新 しい観点は,実 は恩 師 赤 松要 博士 か ら直

接,間 接に受け継いだものであ り……」(P.4)と いい,ま た第7章 「資本蓄積

と国際分業」に明 らかに看取 され るまうに,産 業発展の雁行形態 ・世界経済の

異質化 と同質化 。貿易地域の近接化と遠隔化を内容 とす るいわゆる赤松博士の

「産業発展の雁行形態論」の理論化に,本 書の学問的野心があると考えたい。

赤松体系をば,「 そのヴ ィジ.ン において,そ の広範囲に適用可能な法則性に

おいて,ま さに世界に誇 るべ き独創的な業績である。それは国際分業の動態理

論の申核を形づ くるものである」(P.215)と い うi著者の言葉に私は無条件に同
くの

感である。かって著者が学界に さきがけて 「比較成長率の原理」 を提唱 された
くの

の も,ま た 「世界経済の均衡的発展」を問題 とされたの も,背 後にこの赤松体

系を考えて,は じめて納得で きる著眼である。そこで著者は,赤 松体系を近代

理論の分析道具によって理論化 し,近 代理論体系に組込むかに努力 される。 し

かし,赤 松体系は近代理論的に処置す るにはあま りに も大 きすぎるのではなか

ったか。 著者が 「貿易を包摂した経済発展理論ないしは動態理論が欠除してい

るか,未 確立であることが痛感 され る。……本書の第2篇 がいちばん苦心 して

い るのは,従 来の理論の殼を破 っていかに適切な正 しい国際経済の動態理論を

見出すか とい う点である。」(p.1)と い うのは,こ の ような問題意識に立つ著

(1)小 島清著.外 国貿易.旧 版.昭25.第 八章.

(2)同 著.国 際経 済論.昭25.諸 所 特に第 九章.
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者の当然の感慨で あろ う。しかし,著 者のす ぐれた構想力は,こ の問題をば 「長

期動態モデル」 の構成によつて見事に展開してい くのである。以下において,

わたしはまず著者のモデルがいかなる形で赤松体系の理 論化を狙った ものであ

るかを紹介したい。 著者はついで この モデルの観点か ら日本経済の実証分析に

立向 うのであるが,そ れ も従来の実証研究 とは大 きく異な り,新 しい興味ある

問題提起を含んでい るといえよう。 これについて も若干の コメン トを加えてみ

たい。

3

先づ第7章 「資本蓄積 と国際分業」よ りみよう。 ここで最 もユニークな構想

である 「長期動態モデル」が提起 されてい る。

モデルの構成についての詳細な説明は,こ こでは割愛せざるをえないが,大

よそ次のような内容を もつ。

(1)生 産要素は労働 と資本の二種 とし,そ れぞれ一定量 が与 え られて い

る。

(2)生 産され る財は,X(農 業),Y(軽 工業),Z(重 化学工業)の 三種。

X財 生産は最 も労働集約的,Z財 生産は最 も資本集 約的,Y財 生 産 は そ

の申間の集約度を もつダグ ラス型生産函数をと り,constantreturnsto

scaleで ある。また各財の生産函数は各国に共通。

(3)労 働の完全雇甫 と資本の完全利用が実現されねばならない。

(4)労 働 ・資本の価格は,そ れぞれの限界生産力によって定め られる。す

なわち生産函数 を描いた等生産量曲線の勾配は,資 本 ・労働の価格比率に

等しい。

(5)各 生産要素は国内的には各産業間を自由に移動する。従つて,二 生産

要素の価格比率は各産業で等しい。

(6)完 全 自由競争が行 なわれ,各 財の価格は生産費一 一(使用労働量X労

働の限界生産力)+(使 用資本量×資本の限界生産力)一 一に等しい。

これ らの条件か ら作 られたモデルは次の ことを明 らかにする。

生産要素の相対価格が与えられると,各 財の隼産に採用 さ るべ き生 産 方 法
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(労働集約的か資本集約的か)と,各 財の相対価格が決定 され,同 時に労働 。資

本の完全雇用を実現す るための各産業への資源配分比率 も決 定 され る。 しか

し,こ の資源配分比率は必ずし も一義 的 で は ない 。特 定産業に資本を集中し

て,そ の産業の労働生産性をたかめる能率段階の高次化(生 産の能率化)を 狙

う乙ともで きれば,ま た資本を各産業に分散し,各 産業の労働生産性の上昇を

抑えて,生 産の多様化を狙 うこと もで きる。前の場合には労働 。資本の相対価

格は労働に有利化 し,後 の場合には不利化す る。しかし,も し資本蓄積が進む

な らば(資 本/労 働の賦存割合が増大するならば),労 働価格の相対的不利を も

た らすことな く生産の能率化を計 ることがで きる。 資本豊富国または資本蓄積

率の高い国(先 進国)で は生産の能率化と多様化の両者を狙 うことは比較的容

易であろ うが,資 本寡少国または資本蓄積率の低い国(後 進国)で はそれが因

難である。後進国は資本の制約のため,X(農 業)の 生産能率を増大しよ うと

して多くの資本を農業に配分すれば,実 質労働賃金は上昇す るが,ヨ リ資本集

約的産業Y,Zの 生産 を放棄または抑制せねばならぬ。同じことであるが,農

業の能率段階を低めてその資本使用量を抑えるかまたは減少 させ ることによっ

てのみ,工 業(Y・Z)の 生産を拡張することがで きる。 また,与 え られた労

働 。資本の賦存量を もつ後進国が,生 産の能率化をえ らぶか多様化をえらぶか

を規定す る要因は,各 財の世界価格比率である(比 較生産費理論)。ある世界価

格比率の下で,後 進国がXに 特化 し(能 率化選好),先 進国がY・Zに 特化

(能率化)す るな らば,後 進国はXを 輸出し,先 進国はY・Zを 輸出す ると

い う調和的世界経済体制が実現する(世 界経済の異質化)。 しかし,も し も先

進国が能率化 を計 らずにX・Y・Zの 生産に多様化す るな らば,後 進国は輸出

困難に直面するとい う非調和的世界体制に陥 る(同 質化)。 厳密な証明は略す

るが,著 者のモデルは,以 上のよ うに,各 国の経済発展(資 本蓄積→生産の能

率化 ・多様化)の シーソー ・ゲームの中か ら,世 界経済体制の動態を説明しよ

うとす るものである。

モデルの詳細な説明を省略したため,遺 憾なが ら以上の説明は隔靴掻痒の感

を もつが,そ れで も,こ のモデルが,経 済発展の基本的要 因 を資本 蓄積 に求

め,赤 松体系の近代理論的一般化の企図であることは容易に理解で きるであろ
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う'。そればか りでな く,動 態理論への重要な貢献を狙 う刮目すべ き構想 としで

高 く評価 されなければな らない。

第8章 「資本蓄積 と産業構造」。 ここでは この長期動態モデルをロビンジン

夫人の資本の強蓄積 ・弱蓄積の概念に結びつけ,明 治以降わが国経済発展の過

程を資本蓄積の進行過程 として把握 しようとしている。資 本 の弱 蓄積 とは,

(a)資 本蓄積→資本集約的生産方法の採用(能 率化選好)→ 所与の資本蓄積量

を越える資本必要量の増大,あ るいは(b)資 本蓄積→資本集約度の高い産業の

新設または拡大→所与の資本蓄積量を越える資本必要量の 増大 とい う関係 か

ら,生 産能率化や生産多様化を大規模に行 うためには資本蓄積率が不足して失

業が発生することが考えられる。 これを弱蓄積 とする。逆に資本蓄積率が充分

に高 く,失 業の危険のない場合を強蓄積 とす る。

さてこのようなtoolを つかって著者は,日 本経済発展のパースペ クティブ

を次のように画が く。

(1)明 治以前の資本蓄積は極めて低かった故に,農 業だけをしか も低能率

(労働集約的)生 産方法によつてや るよ り他に方法がなか っ た。(2)し か る

に明治時代に入 り,資 本蓄積の進行は農業の能率化選好の採用を可能 とした。

農業生産は能率化したが,他 産業に くらべて労働集約的で あるか ら,農 業発展

が人口増大を吸収 し,実 質賃金の上昇をみせた。同時に,資 本蓄積に余裕がで

きるにつれて,軽 工業(繊 維)を 僅かなが らもつようになった。(強 蓄積の調

和的発展期。)(3)1910年 前後は繊維工業の急速 な発展によって特徴づけ ら

れる。限 られた資本量で工 業を急激に拡張す るために,生 産方法 を前 よ り能率

の劣った資本集約度の低い ものにせねばな らない。 それは農業に も低能率生産

方法の採用を強要する。 この能率化段階の逆転は,実 質賃金の圧迫 と失業の圧

力によって行なわれた。(弱 蓄積の悪循環的発展期。)(4)1920年 代。 この

時代は重化学工業の無理な拡張は強行 されず,資 本蓄積に相応した軽工業の拡

大 と能率化 とが行われtc。(強 蓄積の調和的発展期。)(5)1930年 代。一一層

資本集約度の高い重化工業の発展をば,資 本蓄積率を上廻って敢行した産業構

造の転換期であ り,弱 蓄積の時期である。

以上は,著 者 自身が ことわっているよ うに,あ くまで も一つのパースペクテ
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イブであって,過 去の実際が完全にその通 りで あ った とめ うのではない(p'.

275)。 しかしこの日本経済への当てはめは,こ のモデルが現実把握に有力な分

析視点を与え うることを物語っている。

さて現実接近にはモデルが もつ多 くの仮定がはつ されねばな らない。 まつ労

働 ・資本が各産業間を自由に移動す ることの仮定を除 き,産 業によって実質賃

金 ・利潤率が相違する もの としよ う。その場合,賃 金の割安な産業は生産能率

の低い労働集約的生産方法をとるで あろう。また,低 利潤率の産業では資本集

約的高能率の生産方法を採用することがで きる。その結果,一 定の資本蓄積の

制約下において も,異 った経済構造(産 業構成比率)を とることがで き,同 時

に・各財の生産費 も異って きて,国 際的競争力 も変って くる。この国際的側面

の究明が第6章 の問題である。

第6章"'比 較生産費の決定因」。比較生産費理論はい うまで もな く貿 易理論

の申枢的原理の一つである。 しかし比較生産費を決定す る諸要因が一体何であ

ゴ　　

るか を更 に押進 めて追及 す ることは,ロ ハ.ド の一 般 的 記 述 を除 い て は殆 ん ど

な されてい ない。著 者は この問題 に ヘ クシ ャー・=オ リー ンの定 理 を基礎 として

迫 つ てい く。

この分析 は次表の よ うな二国,二 財,二 生 産 要素(労 働 ・資 本)に 技 術 系 数

と要 素価 格 に関 す る仮定 を加 えた簡単な ケースの吟味によってな されてい る。

す で にみたよ うに,資 本 蓄積 の進 行 は,技 術 系 数 と要 素価 格 に影 響 を与 え る も

1

技 術 系 数 要 素価格
生 産 費

労働 資本 労働 資本

1

国

X商 品

Y商 品

LC

L/Cノ

WR

W,R,

Px

PY

2

国

X商 品

Y商 品

lc

l,c,

wr

W,r,

Px

Py

(3)R.F.Harrod.1nternationalEconomics,reviseded.,Cambridge1957.ch.1.

邦 訳.藤 井 茂 訳.ハ ロ ッ ド国 際 経 済 学 改 訂 版.実 業 之 日本 社.昭33.
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の で あ るか ら,こ の分 析 は,と りもなお さず資 本 蓄 積 の視 点 か らす る比較生産
　 　 　

費の動能的決定因の究明である。

符号は1国 については大文字,2国 については小文字,X商 品についてはプラ

イムを附 さず,Y商 品についてはプライムを附す。LとCは 商品一単位当 り

の生産に必要 とされる労働量 と資本量であ り,Wは 労働の価格(賃 金率)で

あ り,Rは 資本O価 格(利 子率=利 潤率)で ある。いうまで もな く生産 費P

は,P==W・L十R・Cで ある。一般に比較生産費に差が生 じ,1国 がX鍾

出しYを 輸入する条件は職 く1;で ある・不等腎力欄 のときは逆方

向の貿易 とな る。

さて,生 産要 素 の国 内的 自由移動 を仮 定すれば(W=Wノ,R=Rノ,w=w',

・=・r'),kXよ り容易に次のこと備 月される・すなわち1ひ ÷ が成立

WW,wwノ

す るため に ぱ ・一 方 で は ・-R-=一 ゼ<
,=7で あ り・ 他 方 で は ・

CC/c C/

T/一 ヲ「=fi-/7<1で なければならない。 貿易方向や輸出供給力 に影響

を与える要因 として,生 産要素の価格関係 と技術系数が重要な ものであること

がわかるわけであるが,こ のことは直ちに比較生 産 費理 論 の動態化に結びつ

く。 「あ る出発点 にお け る1国 と2国 の 資本 ・労 働比 率C/Lとc/1,生 産 要

素の相対儲 比率W/Rとw/・ ・ならび砒 較生産費一距 ÷ が与えら

れてい る。C/Lやc/1の 時 間 に わ7Cる 変化 率 は各 国 の 資 本蓄 積 率 と 人 口増加

率 によつて異 な る。しか しそれの変化がW/Rとw/rの 変 化 として 表 現 され

るか ぎ り,… … 新 しい比 較 生産 費が 見 出せ るので ある。」(P.203脚 注)

著 者 の分 析 は これ に止 ま らず,次 の よ うに展 開 す る。

1国 の労 働 分配 率(labor'sshareノ をA,資 本 分配 率 を(1-d)と し,2国

の それ らを δ,お よび(1一 δ)と す る。 す ると,

1'1

P=w●L● 一丁 及 びP=R・C・1 ・-A

と考 え るこ とが で きるか ら,

PxWLdlRC1-d,

PyW/Lノ ∠R,C/1-d
ニニ 　 　 ニ 　 り

Pxwlδ ノ1c1一 δノ

PyW!1ノ δr,c'1一 δ
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が導 きだ される。これは比較生産費の決定因,国 際競争力の決定因を次の5つ ・

の要因に分解したことに他な らない。すなわち,た とえば1国 がX商 品 の輸

出競争力を強化するためには 次のいずれかまたはで きるな らばすべてが必要で ●

ある。

(1)W/Wノ<w/wノ,1国X財 の賃 金Wが 比 較 的 割 安 とな るこ と。(2>

L/L,<1/1,,Lが 比 較 的 に小 さ く,す なわ ち1国X財 にお け る労働 の生 産能

率が比較的に上昇す ること。(3)R/R,<r∠rノ ・1国X財 の資本価格Rが

比較的割安 となること。(4)C/C,<c/c・,Cが 比較的に小 さく,す なはち

1国X財 生産における資本の生産能率が比較的に上昇すること。(5)A/d'

〉δ/δ,,1国X財 の労働分配率Aが 比較的大なること。

本章の展開の大部分は,生 産要素の国 内的 自由移 動 性 の仮定でなされてい ・

る。著者は この仮定を取 りはずしていたので あるが,有 意義な結論のでない 乙

とをおそれて,こ の仮定を全面的に取はずしていない。上の展開はこの仮定を

取はずし,産 業間に要素価格差がば らば らを発生した場合についての一つの結'

果だけを示した ものである。しかし,わ たしは,こ の仮定が,上 の展開の意義 ・

を大 きく削減するとは考えない。 生産要素の国内移動が制限されている現実に

おいて も,「 他の条件にして不変」亡考えて大 きな不都合がないと判断され る

限 り(お そらく多 くの場合にそうであろう),国 際的競争力を5つ の決定因に

分解するこの試みは,各 産業の競争力の実証分析の用具 として,充 分に利用し

うると思われるか らである。

4

さて以上3章 の紹介か ら,著 者が赤松体系をいかなる視点か ら理論化しよう

とす るかが明 らかとなったで あろ う。一言にいえば,資 本 蓄積,生 産 の能 率

化,多 様化のカラミ合いの視点がそれであ り,こ のカラミ合いの整理が動態モ

デルの申心眼目で ある。 この視点がそのまま日本経済発展過程の分析に もちこ

まれ,本 書第1篇 の各章が この視点か らする実証研究にあて られ る。 ここでは

各章別の紹介は略し,以 下に,著 者 が最 近 の到 達点 とす る第10章 「経済発

展 と貿易利益」についてその大要をみ よう。
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著者 は先 に第7章 で示 しtc日 本 経 済 の パ ース ペ クティ ブ を基 礎 とし,利 用 可

能 の諸 資 料 か らえ られ た経済諸指標の吟味か ら,次 の よ うな 時 代 区 分 を 見 出

す 。

購 変動期 安定繊 闘1発 展 の 特 徴

IA19・ ・一・6年IB・9・6一 ユ9年1麟 一軽 礫 へ の多様化 ・8

∬A・9・9-2・ 年HB・ ・92・-34年 擁 工業 幅 の能靴

皿A・ ・934-37年1軽 工業 一重化 学工 業へ の多様 化

諸指標の吟味か ら次のような諸傾向が見 られ る。 まず輸入についてみると,

輸入依存度は構造変動期には上昇し,安 定的成長期には漸減する。これは構造

変動の実施のため 必要 とする機械その他の資本財および食料輸入需要の増大に

よるものであ り,こ の輸入増大がそれに続 く構造変動を可能 に したの で あ る

(輸 入先行的構造変動)。 これに対し輸出は安定的成長期において低水準よ り高

水準に上昇する。 これは構造変動 の過程 で第2次 および第3次 産業の成長,

新興産業の成長にともない,先 ず国内需要の充足か ら輸出伸長へ と推移す るか

らと考え られる。 この輸出入の動向の結果 として,構 造変動期か ら安定的成長

期の前半にかけて貿易収支は入超 となるが,輸 入を支えて構造変動を実現す る

ためには,過 去の蓄積外貨の存在または外資援助が必要 となる。IA期 には外

資流入があつたし,皿A期 には第一次大戦による蓄積外貨を利用す ることがで

きたが,1A'期 には蓄積外貨,外 資援 助 の いつれに も頼 ることがで きなかっ

7C。1930年 代の交易条件の悪化,輸 出 ドライブの敢行 も充分な出超を生み出し

えず,NAノ 期の構造変動は国際収支の困難のtcめ 不徹底のまま第二次大戦へ

入っていったのである。交易条件は一般には構造変動期に有利化し,安 定期に

入 るや一時不利化するが,や がて安定傾向をみせ る。交易条件の有利化は構造

変動期のインフレ傾向,新 興産業のコス ト高に もとつ くものであるが,同 時に

資本財輸入を割安にし,構 造変動の実行を容易にする。 安定的成長期に入 り,

新興産業の成長は大規模生産の利益によ りコス ト低下をみせ るが,あ る点以下

には下 らなし}。またこの時期には国内需要は充足 され,内 需拡張は限界に達す

る。ここで輸出供給力および対外競争力増大,輸 出伸長,出 超が生 じ,次 の構
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造変動の下準備が行なわれ る。 このように貿易が 日本経済の発展に重要な役割

を果した ことがわか るけれども,過 去の蓄積外貨や外資流入のみでは,構 造変

動に必要な巨額な資本額 を賄 うことはで きない。 所要資本の大半は貯蓄によっ

て生みだ されなければな らない。構造変動の基本的動力は資本蓄積であ り,蓄

積外貨(そ れ も資本蓄積の一形態に他ならない)や 外資流入はその支援部隊で

ある。 このことは国内向資本形成率(P.321,お よびP.148)が 構造変動期 と

安定的成長期の初期において高水準を示すことによ り実証 され る。 次に,構 造

変動がなぜつぎつぎと再発的に敢行されねばならなかつたか とい う問題が残 る

が,著 者は次のように考える。 構造変動期において創立または拡張 きれた資本

集約的産業は,先 にのべたようにその成長 とともにコス ト低下はゆ きづま り,

安定的成長期の後半に入 り,国 内需要拡張の限界につ きあたる。一方,わ が国

と同じ発展径路を辿 る後進諸国の成長は,海 外需要についても限界を劃 して く

る。そこで これ ら内外需要を一層進展 させるために,新 商品 を生産し輸出する

ことを可能 とす る多様化的構造変動か,従 来商品の市場競争力を強化する能率

化的構造変動の必要が生じて くる。 同時にそれまでに進行してい る資本蓄積 と

外貨蓄積 とが新構造変動の可能性を培つてい るのである。

5

以上,実 証分析を裏づけとす る著者の動態 モデルの性格が明か となつたので

あろ う。赤松体系理論化の野心的企図としてのみな らず,わ が国国際経済学界

の世界的水準における問題提供を含む もの といつてよかろ う。

次にわたしは,若 干のコメン トを加え,評 者 としての責を果したいと思 う。

ほん とうのところ,実 証分析の労苦を体験 しないわたしは,本 書の実証分析

に批評の資格の惣いことを感ずるのであるが,以 下にわたしな りのコメン トを

与えたい。

(1)交 易条件について。

第3章 と第4章 において,最 近の注目をあつめた篠原=小 島論争におけ る著者

の立場が示 されている。論争のいつれの側に軍配をあげるかは,わ たしのよ くな

しうるところではない。 しかし論争の一つの中心である交易条件(指 数)の 変
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動をどう解訳す るか とい う問題以前に,わ たしは一つの疑問を感 じている。 そ

れは,交 易条件(指 数)の 算定がいかなる程度の客観性をもつかとい う素朴な

疑問である。周知のように指数作成上の諸問題があるが,そ れはさてお くとし

よう。 交易条件 といって も,(純 ・粗)商 品交易条件 ・(単純・二重)要 素交易

条件 ・所得交易条件その他多 くの種類の交易条件がある。 その いつ れ に して

も,純 商品交易条件が基礎 とな らねばならず,従 つて,商 品交易条件の理論的

意味が問題である。商品交易条件は,理 論的には,単 一の特定商品毎に計算 さ

れてはじめて意味をもつと理解す るのは狭ます ぎ る理 解で あ ろうか。たとえ

ば,特 定輸出品一単位のもつ特定輸入品の獲得能力,と い うように。 もしこの

理解が許され るととすれば,交 易条件が実際に算定 された場合には,代 表的輸

出品一単位の代表的輸入品の獲得能力として理論的擬制(マ ーシアルの 「包 」

概念)が なされねばな らない。この理論的擬制が妥当するためには,輸 出入晶

構造が大 きな変化を蒙 らない ことが必要である。しかるに,篠 原=小 島論争で

問題 とされ る長期において,輸 出品 ・輸入品の品 目構成が変化するばか りでな

く,同 一商品 と分類 され る品 目自体に品質上の変化が生 じていると考えざるを

えない。 したがって交易条件(指 数)の 動 きについて客観的判断を与える理論

的基礎が薄弱であると感ぜぎるを えないので ある。 この疑問はなにも篠原=小
くの

島論争に限 られるものではな く,キ ン ドルバーガーその他の研究について も常

に抱 く疑聞であった。 これはおそらく著者によって強 く認めても らえるのでな

いかと思 う。著者はい う。「……(交 易条件指数の)解 訳は きわ めて困 難で あ

り,む しろ単的に,構 造変動期の商品交易条件指数はなにごとも物語 らないと

受取った方がよいであろ う。商品交易条件指数が有意義なのは,輸 出 と輸入の

構成がかな り安定 し大 きく変化 しない安定的成長期にかぎ られ るのである。 商

品交易条件は,そ の重要性を発揮す る安定的成長期においてす ら,そ れだけで

貿易利益の十分な指標 とはな りえない貿易量や 輸出品の生産性の変化を考慮に

入れねばな らない。 ……」(pp.331-32)交 易条件の算定上の聞題に加えて,

貿易量や生産性の ヨリ測定困難な要素を考慮せねばな らぬとすれば,わ たしは

ますます先の素朴な疑問を深 くせざるをえないのである。

(4)C.P.K三ndleberger,The7▼ermsoゾTrade.NewYork1956.
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(2)輸 出函数 ・輸入函数について。,

第2章 「日本の経済発展 と貿易依存度」では,貿 易の経済発展に対する戦略

的役割の実証が試み られている。

まつ著者の提起す る輸出函数の計測について考えたい。著 者 の輸 出函数 と

は,輸 出額(X)と 第2次 産業生産額(Y2)と の関係を示す一次 の函数X・aY2+b

で ある。一般に輸入函数の計測が しばしば試み られ るのに対 し,著者のような輸

出函数の測定 はあま り試み られていない。その理由は,輸 入が自国所得水準に

よ り影響 されると一般的に仮定され るけれども,輸 出は自国所得水準に依存す

るとの仮定をなしえない と考え られているか らであろ う。 むしろ,輸 入函数の

裏返 しとして,輸 出は外国所得水準に依存す るとみるのが通説で ある。著者も

この一般論を承知 してい る。それにもかかわ らず筆者はい う 「(輸出は)一 層長

期にわたってみ ると,国 内の工業生産力したがつて輸出供給能力に支配 されて

い ることがわか る。Y2力 露ブとXカ ーブを比べ ると後者の方が上下の変動の

幅は大 きいが,1906-38年 の全期間を通ずると,前 者 とほぼ同じ動 きをしてい

ることがわかるのである。ここに輸出函数 とい う概念が成 り立 ちうる。輸出は

外国の輸入需要函数であるとい うように取扱 うのが普通で あるが,輸 出を規定

す るもう一つの要因 として輸出供給力があることは否定で きない。 ここでは…

・■'輸出供給力とい う観点か ら輸出函数を吟味 してみたい。」(P .78),著 者の意

図す るところは充分にわかるのであるが,計 測 された第2・11表(P.78)の 数値

をみ るに,相 関係数のあま り高いのに喫驚した。7種 の期間の とり方に問題は

あろうが,7つ の相関係数の うち最低値0.888を 除いてすべて0,94以 上であ

り,最 高値0.996と い う値はわたしの予想しない結果であつた。 著者のい う輸

出供給力が輸出に影響を もつであろ うこ とは 一般 的 に 否定す ることはで きな

い。しかし,こ こで計測 されているのは,輸 出額(X)と 第2次 産 業生 産領

(Y2)と の関係で あ り,輸 出額 と輸出供給力との関係ではない。輸出供給力は

国内生塵額 よ り国内消費額を差引いた差額である。 それ故,こ の輸出函数の計

測には,国 内生産額 と輸出供給力 とは厳密な平行関係をもってい るとの仮定が

おかれてい るわけだが,残 念なが らこの仮定を裏づける資料は与え られていな

い。 それに もかかわ らず高い相関係数が見出 され ることは確かに興味深いこと
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で あ るが,だ か らとい つて,直 ちに輸 出 が輸 出 供給 力 に よ って決定的な影響 を

うけたこ とが論証 され るわけで はない。XもY2も 共 に第三 の要 因に よ り一様

耳)影響 を うけた とす れ ば,Xに 影 響 を 与 えた もの はY2'で は な く第三 の 要因 で

あ っ た とい うことになろ う。た とえば第三要因 として,外 国 の所得 水準 や生 産

技 術,貿 易政 策 その 他が 考 え られ るで あろ う。 ともあれ,XもY2も 何 らか の

第三 要 因 に よって 影響 され なか った ことを積極的に証明す る必要 が あるので な

か ろ うか。

著 者の輸入函数の測定 は,輸 出函 数 に く らべ て通説 的 に な されてい る。 著者

は 特 に輸入動 向を決定 す る規 則的要因 として,原 料 輸 入(M,)を 重視 し,そ

して,そ れ に重 要 な関 係 を もつ 第2次 お よび 第3次 産 業生 産額(Y2,Y3)を

と りあ げ,M,=αY2十 β(第2・3表.P.59)お よびMr=α ノ(Y2十Y3)+β ノ

(第2・5表.p.62)を それ ぞ れ輸 出函数 の場 合 と同 じ7つ の期 間 につ い て実 測

して い る。 この場合の相関係数 も輸出函数 のそれ に匹敵す るほ ど高 い値 をみ せ

て い る。わた しは,こ こで 輸 入 函 数 自体 につ い て 積極的 に コメ ン トす る もの を

もってい ない。両函数 ともに一定 の期間に一定の型 をみせ るとい う事実 に 率憤

に興 味をひかれ るべ きで あ る。 しか し,両 函 数 と もに 交易 条 件 の変 動 を除外 し

て い るのが気に懸か る。 交易条件が輸 出入 の両者に大 きな影響 を もつ こ との分

析 は,本 書 の特 徴 の一 つ で あ る。 交 易条件の変動 を も含 めた両函数の 多元 相関

での実証は,時 間的に も資料的に も多大の困難を伴 うことは十 分 承知 して い

る。しかし,こ こでわたしのいいたいのは,輸 出入に影響す るものとして,単

に生産額,所 得水準,交 易条件のみならず,技 術変化,貿 易政策その他内外政

治環境一般の諸条件 も無視で きない。 本書の函数の物語 るのは数多 くの要因の

うち特定の限 られた要因の影響力であって,全 ての要因をカバーす るもので は

ない。 従つて実測された函数の現実説明力 もそれだけ限定 されざるをえないの

で ある。 貿易動 向 の決 定因を探 らんとす る実証分析には,函 数に含まれない

多 くの要因に要す る正当な配慮(質 的にならざるをえないが)が 伴わねばなら

跨,と いいたいのである。

(3)最 適輸入依存度について。

同 じ第2章 に最適輸入依存度 とい う興 味 あ る概 念 が提 出されてい る。それ
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は,線 型 輸 入 函数M=a+bYに お い て,a=0の 場 合 のbの 値,す なわ ち・

dMM
b・=AY=Yと 定義 される。輸入需要の所得弾力性rの 場力の輸入性向の

値 といつて も同じである。なぜ,そ の輸入性向が 「最適」なのであるか。 著者

はこ う説 明す る。 「国民所得Yは 別の観点か ら見れば,労 働 ・資本 。土地な

ど国内資源の利用を意味し,輸 入は外国資源の利用を意味する。輸入函数の切

辺が正で(す なわちa>0… 筆者),期 間を通ずる所得弾力性 εが1よ り小な

る場合は,一 定の内外の技術 ・生産 ・需要 。価格のシステムの もとで,国 内資

源を過少に利用し,外 国資源に過大に依存 してい ることをあ らはしてい ると解

することがで きる。けだし切辺が正であることは,国 民所得が零であって も基

礎輸入をす ることを意味する。」(pp.48-9)す すんで,著 者 は平均輸入性向

17.5%程 度が現在における最適輸入依存度と考え,そ れを もって一つの政策的

規範を与え うるとし,ま た,最 適輸入依存度の状態が実現するや,遠 か らず構

造変動期が到来するであろうと予想 している。本書の分析では,最 適輸入依存

度の実現 と構造変動の続行 との関係の実証が必ずしも明瞭ではないが,先 験的1

にはこの関係を承認 して もよい。 しかし,わ たしは著者の最適 とい う意味づけ

が理解で きないことをのべなければならない。

薯者はM=a+bYでas>Oの ときは外国資源の利用は遇大であると解訳す

るが,わ たしはそのよ うな意味づけをaに 与えない方がよいのでないか と思

う。輸入函数の測定にあた り,何 びとも国民所得ゼロとい う真空状態を念頭に

おいてはいない。aは 観察期間における 「内外の技術 ・生産 ・需要 ・価格シス

テム」その他の諸要因よ り定まる構造係数であって,所 得ゼ ロの ときで も輸入

せねばならない基礎的輸入ときめこむ訳にはいかない。技術その他の諸要因の

変動 も将来のaの 値に影響するのである。 ここで もaに 影響する諸要因に対

する正当な(質 的)配 慮を払わな けれ ば輸 入依存 度の 「最適」の理論的意味

も,ま た将来の政策に対する規範的意味 も共に弱め られ ると思 う。

(4)長 期動態モデルについて。

最後に本書の基本的構想である長期動態モデルについて卒直な感想をのべた
巳

いo

このモデルは,技 術係数 ・生産要素賦存比率が中心 となつた生産条件ないし
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供 給 側 に 重点 の お か れ た モデル で あ る。それ故,モ デ ルの 一般 化 の た め に,需

要 側 に対 す る適 当 な考 慮 を払 はねば な らぬ とす る柴田教授 の コメン トには 同感

で あ り,同 教 授 の モデ ルの一 般 化 へ の 積 極 的 貢 献 に は敬意 を払はねば な らな
くの

い。 しか し,ま だ 問題 が残 るよ うで あ る。 この モデルはヘ クシ ャー嵩 オ リー ン

定理 に理論 的基礎 をおいてい る。 ハ ロツ ドが特 殊生産要素の もつ意義 を重視 し

て,ヘ クシ ャー=オ リー ン定理 に対 して,批 判 的態 度 を表 明 してい るこ とは周1

知 で あ る。 ハ ロ ッ ドの批 判 は著 者の モデル に も妥 当す る。ハ ロ 。ドに対 し,著

者 は こ う答 え て い る。 「確 か にハ ロ ッ ドの指 摘には一理 があ る。 だがハ ロッ ド

の主張 は 『熱帯 だか ら熱帯産物がで きる。』とい う如 き特産物貿易にだ けはぴっ

た り当てはま ることにな る。 そ うい う特 産物貿易の重要性 は減退 したの ではあ

るまいか。 さらにハ ロ ッドのい う特 殊 生 産 要 素 は 時 と共 に変つてい くで あろ

う。そして特殊性 を変 えてい く要因 こそ何で あ るか が問われねばな らない。 そ

れ こそ資本蓄積 を軸 とす る経済発展で あろ う。 とす ると,ハ ロ ッ ドの い う特 殊

生産 要 素 が比 較生産費決定 の一要因で あ るこ とも確かに無視で きないが,ヘ ク

シ ャー=オ リー ン理 論 の 指 摘 す る ところ も,著 し く重 要 な要因 で あ り十 分 に検

討 す る価値が あ るもの と思 われ る。 こ とに特 殊性 を強調 しす ぎ るこ とは,動 態

とか発 展 の聞 題 へ の途 を閉 ざすお それが あ ると思 われ る。 他方,特 殊 的生 産 要

素 とい う第3要 素 を と り入 れ て,3要 素 モデ ル を作 っ て 吟味 す る こ とは興味 あ

る課題で あ る。」(P.192)わ た しほ この著 者 の解 答 に必 ず し も満足で きない 。

熱 帯産物 の比喩 は特殊生産要素 の意義 を 軽視 す る危険 を持たないで あろ うか。

資本蓄積 を軸 とす る経済発展が生産要素 の特殊性 を変 えて ゆ くことは否定で き

ないが,そ れ は決 して特 殊 性 要素 の意義 を減少 させ るもので ない と思 う。 経済

発展はつぎつぎに新 しい特殊生産要素 を創 造 し,新 しい 国際 分業 構 造 を作 り出

す もの と考 えたい。ハ ーシユマ ンは,つ とに,工 業 国相 互 間 の貿 易 量 の 世界 総
ぐ　ノ

貿易量に占める比重の増大傾向を指摘した。 この傾向を説明す るには,特 殊生

(5)柴 田 裕,書 評 「小 島 清 著.外 国貿 易.新 版 」・一橋 論 叢.1958.1,

同,「 資 本 蓄 積 と国際 分 業 一 小 島 モ デ ル に つ い て 一 」 経 済 研 究.1958.1,

同,書 評 「小 島 清 著,日 本 貿 易 と経 済 発 展 」 一 橋 論 叢.1959.2.

(6)A。0.Hirschman,NationalPoωerandtheStructureoノ ・Forei8nTrade.

UniversityofCaliforniaPress,1945.、
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産 要 素の創 造 とい う点 を重視 す る必要 があ るよ うに思われ る。

ハ ロ 。ドの批 判は以上 に止ま らない。彼 はヘ クシ ャ=オ リー ン実 理 の 発 展 で

あ るづ ミュエルソンを批粉 して,必 ず し も農 産品 の労 働一 単 位 当 り資本量が工
ごア　

業品 の それよ り小で なければ な らぬ理 由はない といつてい る。 これ は著者の モ

デルについてい えば,X(農 業)・Y(軽 工 業)・Z(重 化 学 工 業)'と 進 む に つ れ

て,資 本集 約 度 は 高 くな る とす る仮 定 に対 す る批判で あ る。 モデルの生産函数

の仮 定に対 す る批判で ある。 この点 について著者 はい う。 「分析 を一 般化す る

た めには,生 産係 数 に関 す る均 等性 の仮 定 も,要 素 価 格 に関 す る国 内的 格 差不 存

在 の仮定 もと りはず したいので あ る。 もとよ りそ うい う仮定 を と りはず したた

めに,何 ち有 意 義 な結 論 を え ない な らばむだな ことで ある」(p.204)と い い,

動 態 問 題 へ 近 づ く途 を閉 す危 険 が あるとい う。 もとよ りその危険 はあろ う。 し

か し,ハ ロ ヅ ドの批 判 も受 け入れ ね ば な らない。 この批判 は モデルの一般化の

だめに努力すべ き方向 を示 唆 してい るよ うに思 う。わ たしは,ハ ロ ヅ ドの批判

が か りに ヘ クシ ャー=オ リー ン定理 の否 定 へ通 ず る ものので あって も,そ れ は

必 ず し も著 者 の モデ ル の 否定 にな るとは考 えた くない。 優れ て動態的 な観点 に

立 つ著者の モデル は,多 くのrigidな 制 約 に立 つ ヘ クシ ャ・一一==オ リーtンの 分 析

に拘 束 され る必要 な な い と思 うか らで ある。また,著 者 が ヘ クシ ャ肝=オ リー

ン流 に 自か らの モデ ル に課 した条件 は,こ の モデ ル の視 点 か らす る日本 経済 の

実 証分析に対 して も,一 つ の制 約 とな って い るよ うに思われ る。 現実分析の範

囲が モデル の視点 に よつて制 限 され,こ の視 角 に入 らない 多 くの 要 因 に正当な

考慮が な されていない よ うに見 え る。 この優 れた モデルの一般化 は実証分析の

ために も努力 され るべ きで あ る。いかに これ を一般 化 し完成 に導 くか は,ひ と

り著 者 の課 題 とい うよ りも,わ が 国際 経 済学 界 全 体 の責 務 で あ ると考 え る。

X× ×X

この書評をふ り返 ってみて,わ たしは終始消極的 コメン トに止まつて,著 者

の努力に何 ら積極的な責献をなしえなかった点を遺憾に思い,か つ非礼な書評

になったのでないか とおそれてい る。私事にわたって恐縮であるが,学 生時代

よ り著者の絶 えざる指導をえて きたわたしは,平 素の学恩に甘えすぎたか もし

(7)R.F,Harrod,op.cit.PP.36-一 一一37.邦 訳87-88頁.
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れ ない。著者の宥恕を請 う次第である。最後に,赤 松体系の理論化としての小

島モデルは,わ が国際経済学界の誇るべ き問題提起であ り,こ の εデルの一般

化 を図 ることが,こ れまたわが学界の共同責務で あることを繰 返 して欄 箋 す

.る 。
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